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【要旨】 
近年、流水の貯留を洪水時のみ行なう治水専用ダムに脚光が集まってきている。このダムでは洪水調節用放流

設備を河床付近に設け、排砂設備及び魚道としても機能させることが期待されている。しかし一方では、土砂及

び流木による放流設備の閉塞が懸念され、閉塞条件の解明と閉塞防止のための技術開発が求められている。そこ

で本調査では、部分管路型の洪水調節放流設備を対象に、土砂及び流木による放流設備の閉塞に関する水理模型

実験による検討を実施し、これらの現象を解明して、閉塞の条件を明らかにするとともに、土砂及び流木による

閉塞の生じない洪水調節用放流設備の設計手法を提案した。 
キーワード：治水専用ダム、洪水調節放流設備、堆砂対策、流木、閉塞防止策、スクリーン 

 

 

１．はじめに 

流水の貯留を洪水時のみ行う治水専用ダムでは、

洪水調節用放流設備を河床付近に設け、排砂設備及

び魚道としても機能させることが期待されている。

しかし、土砂及び流木による放流設備の閉塞が懸念

され、閉塞条件の解明と閉塞防止のための技術開発

が求められている。 
上記に鑑み、本調査では、土砂及び流木に関して、

それぞれ単独に作用した場合の閉塞条件の把握と閉

塞防止策について検討し、土砂及び流木による閉塞

の生じない洪水調節用放流設備の設計手法の提案を

目的としている。 
調査は主として水理模型実験を通じて行っており、

土砂による閉塞状況については、放流設備を１条抽

出した水理模型により、土砂の流入状況や下流水位

条件によって、放流管内に土砂が堆積することによ

り放流特性の変化や放流管の閉塞が生じる可能性に

ついて調査した。また、流木による閉塞状況につい

ても、放流設備を１条抽出した水理模型で貯水位の

変化と流下する流木の条件による放流管入口部での

閉塞状況を調査した。 

その結果、流木流下による閉塞が懸念され、その

対応策を検討して固定式スクリーンによる対策とそ

の設計手法を提案した。 

 
２．土砂による閉塞の検討 

2.1 実験概要 

実験に用いた模型の概要を図－2.1 に示す。実験で

は、放流管を出口幅 B=0.1m、出口高さ D=0.1m の矩

形形状で再現し、呑口部は標準的な長軸半径2D、短

軸半径D/3の楕円形の１面ベルマウスとした。なお、

ベルマウス終端に延長D/2の直管部を設けている。

放流管の上流は幅0.1mの２次元水路とし、下流は末

端に水位調節装置を有する幅 1m の３次元水路とし

ている。模型の上流には給水用の水槽を、下流には

沈砂池を兼ねた水槽を設置した。 

下流の水槽に水中ポンプを設置し、ポンプから上

流の水槽へ配管を行い、実験時に水を循環させた。 
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 図－2.1 実験模型概要 
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今回用いた土砂は平均粒

径1.2mmの一様粒径珪砂であ

り、模型上流に設けた給砂装

置から乾燥状態で供給した。

高さと幅が 5m の原型の放流

管を想定した場合、今回の模

型は縮尺1/50に相当する。な

お、表中の上流水位の測定位

置は放流管呑口から 0.1m 上

流、下流水位の測定位置は

0.6m下流であり、給砂量は乾

燥状態の給砂量から空隙率を0.4として求

めた土粒子実質体積の給砂量である。 

表－１　実験結果
表－2.1 実験結果

状況① 状況②

ケース名
下流水路
堰上げ高

(m)

流量
Q

(×10-3m3/s)

上流水位
h1

(m)

下流水位
h2

(m)

給砂量
QB

(×10-6m3/s)

流量
Q

(×10-3m3/s)

上流水位
h1

(m)

下流水位
h2

(m)

給砂量
QB

(×10-6m3/s)
ケース1 0.20 3.7 0.303 0.231 10.0 2.1 0.309 0.222 9.0
ケース2 0.20 4.1 0.310 0.241 18.0 2.6 0.339 0.228 19.2
ケース3 0.20 4.5 0.332 0.250 30.3 3.0 0.384 0.244 32.4
ケース4 0.20 5.1 0.338 0.252 41.2 3.2 0.398 0.240 38.0
ケース5 0.30 5.1 0.436 0.325 8.4 3.1 0.468 0.322 8.2
ケース6 0.30 5.7 0.451 0.327 18.4 4.2 0.493 0.330 17.0
ケース7 0.30 6.5 0.477 0.348 29.9 4.7 0.513 0.338 29.9
ケース8 0.30 7.5 0.493 0.352 43.2 5.0 0.514 0.348 42.0
ケース9 0.45 7.1 0.726 0.485 11.0 4.4 0.677 0.474 7.6
ケース10 0.45 8.5 0.756 0.500 20.8 5.7 0.733 0.483 20.2
ケース11 0.45 9.0 0.756 0.502 29.1 6.0 0.757 0.494 29.1
ケース12 0.45 9.5 0.793 0.513 40.8 6.7 0.786 0.501 40.4
ケース13 0.60 7.7 0.962 0.636 10.6 5.7 0.942 0.630 10.2
ケース14 0.60 9.1 0.984 0.633 21.0 6.1 0.968 0.636 21.2
ケース15 0.60 9.9 1.007 0.645 29.1 6.8 0.989 0.647 28.2
ケース16 0.60 10.5 1.033 0.662 38.4 7.6 1.027 0.650 43.2
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ケース４　状況①，縦断面

ケース４　状況②，縦断面
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上流面右岸

実験方法としては、放流管の排砂時にお

いて管内の土砂堆積の目安となる排砂状況

を再現し、そのときの流況と水理量を把握

した。状況としては、次の二つを設定した。

状況①：下流からの堆砂の進行によって堆

砂が放流管出口に達する。状況②：下流か

らの堆砂の進行によって、上下流の堆砂が

つながる。 

実験条件として、流量、下流の堰上げ高

さ及び給砂量の３つがあるが、実験の効率

を考慮して、下流の堰上げ高さと給砂量の

二つの条件を固定し、流量を変化させるこ

とによって、上記の状況①および②を再現

した。設定した状況となっているかどうか

の判定は、現象が変動を有するものであっ

たので、30秒程度の時間間隔において状況

①については、下流からの堆砂の先端位置

が最も流下した位置が放流管出口部に達し

た状態、状況②については、放流管内の堆

砂の最低堆砂厚が1cmとなった状態を基準

に判断した。測定項目は流量、給砂量、河

床形状、水面形及び流況である。 
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実験条件は堰上げ高さを0.2～0.6mの間

で４ケース、給砂量を 10～40×10-6 m3/s

（600～2400 cm3/min）程度の間で４ケース

変化させた合計１６ケースを設定した。 

 図－2.2 実験結果の河床高と水面形 

表乾状態の給砂量から空隙率を0.4として求めた土

粒子実質体積の給砂量である。 2.2 実験結果 

実験結果を表－2.1に、ケース４とケース16の河

床形状と水面形状の測定結果を図－2.2に示す。な

お、表中の上流水位の位置は放流管呑口から0.1m

上流、下流水位の位置は0.6m下流であり、給砂量は 

実験を実施した結果、全てのケースで、呑口上流

の流況は比較的穏やかであり、上流の河床勾配は、

砂の水中安息角度に近い32～35°程度となった。一 
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方、堰上げによって下流水位を上昇させた放流管下

流の流況は、土砂が吹き上げられるような状況であ

り、すり鉢状の堆砂の肩が常に崩壊しては流れに押

し戻されるような流況となった。下流は３次元水路

としたため、放流管出口直下流付近の河床の詳しい

形状は不明であるが、堆砂の肩が安定している位置

の河床高の計測結果から下流側の傾斜の勾配を計算

すると、安息角よりも急であり、下流水路の堰上げ

が高いほど、また状況①よりは状況②の場合の方が、

急

土

次元掃流力と

無次元流砂量は下記の式で求めた。 

勾配になる傾向が認められた。 

堰上げ高が0.6mで状況②のケースでは下流の傾

斜が60°以上となる場合もあり、下流河床が急傾斜

の状態で流量が急に減少する場合には放流管が下流

砂の崩壊で閉塞する危険性があると考えられる。 

状況①について、下流水位を放流管出口高で無次

元化したパラメータ：h2/D毎に、掃流砂についてよ

く用いられる無次元掃流力の3/2乗と無次元流砂量

の関係を図－2.3に示す。ここで、無

( )gd
u

1

2
*

* −
=

ρσ
τ  、

( ) 3*
1 gdB

Qq B
B

−
=

ρσ
  (2.1) 

egRIu =*
 、 

Le

ここで、τ∗：無次元掃流力、u*：摩擦速度、σ：土

粒子密度、ρ：水の密度、g：重力加速度、d：土粒

子粒径、qB*：無次元流砂量、R：径深、Ie：エネルギ

ー勾配、ΔH：放流管上下流の全水頭の差、L：放流

管長である。下流水位の増加とともにデータが右へ

移動しているが、これは、崩れ落ちる土砂を吹き上

げるために必要なエネルギーが、下流水位増加にと

もない大きくなることによると考えられる。状態①

は放流管出口の全断面積による放流が可能な限界状

態であるので、この図に示される条件よりもτ∗が大

きいか、qB*が小さければ今回の実

HI Δ
=       (2.2) 

験条件の範囲では

放流管が閉塞することはない。 

3.

る形式である。出口断面の大きさは必要な放流能力 

2.0

2.5

3.0

 

３．流木による閉塞の検討 

1 対象とする放流設備と流木 

本検討で対象としたのは、一面ベルマウスを有す

る部分管路型の放流設備であり、形状を図－3.1 に

示す。一面ベルマウス形式は、四面ベルマウス形式

と比較して呑口幅が小さく、開水路流と管路流の遷

移が比較的安定していることから多く採用されてい
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図－1　対象とする放流設備形状

表ー1　流木模型の諸元

原型値(m) 模型値(m) 原型値(m) 模型値(m)

0.3B 1.5 0.024 0.11 0.0018

0.5B 2.5 0.040

1B 5.0 0.080

1.5B 7.5 0.120

2B 10.0 0.160

3B 15.0 0.240

B：放流設備幅（5.0m）

流木長
（B基準)

流木長 流木直径

0.31 0.0050

図－2　実験水路概要図
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図－3.2 実験模型概要 
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によって決められるが、幅としては、コンクリート

ダムの構造面の制約から、コンクリート継ぎ目間隔

（通常15m程度）の1/3以下とする必要があり、対

象とした放流設備の幅5mは大規模なものである。な

お、上流ピアの上面に勾配があるのは流木がピア上

に堆積しないことを目的としたものである。用いる

模

木模型の平均的な密度は

型の縮尺は1/62.5とした。 

対象とする流木としては、ある程度の強度を有す

ることを想定して直径30cm程度とし、長さについて

は変化させて、表－3.1 に示すような円柱形の模型

を製作した。なお流木長 0.3B（B：放流設備幅）の

模型は爪楊枝を切断して作成した。それ以外の流木

模型はラミン材で作成し、密度変化防止のためにニ

スを塗装した。塗装後の流

0.73g/cm3であった。 

3.

されており、無くしている。 

3.

ま

で

り、

流木長が長い場合には水路底面まで達する。 

3.

っ

た

内の流木の滞留状況が安定したところで、ピア上 

2 放流設備上流を２次元水路とした場合の検討 

最初の検討として、上流ピアを上流側へ伸ばすこ

とにより流木の進入量を制御すること及びピア内を

２次元水路として流木の基礎的な流下挙動を把握す

ることを目的として実験を行った。用いた水理模型

の概要図を図－3.2 に示す。ピアの長さは２次元的

な流れになるのに十分な長さとして出口断面幅の

10倍とした。なお、戸溝は予備検討により流木閉塞

の原因となることが確認

2.1 一定流量の実験 

始めに、一定流量の条件で流木が流下してくる場

合の実験を行った。実験条件を表－3.2 に示す。流

木の投入方法は、流入流木量に関する情報が得られ

なかったため、本数による設定ではなく、常に放流

設備上流1.5m程度（原型値で94m程度、水面の状況

は穏やか）の水面に流木が存在する状況を保つよう

に随時水槽の上流端付近から流木が水面で重なり合

わない状態で投入した。ピア内への進入は流木の重

なり具合などの偶然性が関与するため、最も進入す

る場合を想定して人為的に流入部の流木の重なりを

崩す操作を行い、ピア内の流木の滞留が安定する

この操作を続けた後に状況の記録を行った。 

実験結果の流木の挙動の概略を表－3.2 に、流況

の例を図－3.3 に示す。これより、開水路流ではピ

ア内及び放流管内に流木が留まることはない。水位

が上昇するとピア内に流入した流木が呑口上流の水

面で滞留するようになり、ピア内の流れによって流

木が引き込まれ絡み合って、流木の層が厚くな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2　一定流量の実験ケースおよび結果の一覧

ス名

流量
（原型値）

(m3/s)
H/D 流木長 実験結果（流木の挙動）

1 1B 全て流出
2 1.5B 全て流出
3 2B 全て流出
4 3B 全て流出
5 1B 全て流出
6 1.5B 全て流出

7 2B
呑口上流のピア内全域に滞留、
流木が底面に接触

8 1B
呑口上流のピア内の
下流一部領域に滞留

9 1.5B 呑口上流のピア内全域に滞留

10 2B
呑口上流のピア内全域に滞留、
流木が底面に接触

11 3B
呑口上流のピア内全域に滞留、
流木が底面に接触

2 1B 呑口上流のピア内全域に滞留
3 1.5B 呑口上流のピア内全域に滞留
4 2B 呑口上流のピア内全域に滞留
5 3B 呑口上流のピア内全域に滞留

H （放流設備敷き高基準）
D 流設備出口高さ（5.0m）

180 開水路流

256 1.88

310 2.50

400 3.75

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 水位変動の実験 

実際の出水では貯水位が大きく変動するため、水

位変動を考慮する必要がある。ハイドログラフがピ

ークを複数持つ波形になったり、短期間に出水が連

続したりする場合も考えられるため、水位の上昇、

下降、再上昇という水位変動を設定して実験を行

。与えた水位変動の概要を図－3.4に示す。 

流木の投入方法は、初期条件として過去の出水に

より流木が堆積した状況を想定してピア上流の領域

に高さ 1B、延長 5B でランダムに流木を設置する。

最初の水位上昇後に、ピア上流水面に滞留している

流木を人為的に崩しピア内へ流木を流下させる。ピ

ア

ケー

1
1
1
1

：貯水位

表－3.2 一定流量の実験ケース及び結果の一覧

：放

ケース8 

ケース10 

図 3.3 一定流量の実験結果（ピア内を横方向から撮影）－
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 H/

 
てピア上流の流木
の

 

 水

 

 
水

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流の流木を重なりがない浮遊状態とした。これは予

備実験において流木の重なりがない状態で流木が最

もピア内へ進入しやすいことを確認しており、危険

側の条件を想定したものである。その後の実験過程

でピア上流の流木が減る場合は流木を供給し常にピ

ア

1.5B、2B、3B

の

ても、こ

れらの閉塞を防ぐことはできなかった。 

４

滞留させないための対策を検討することとし

た

大規模な吐口断面を有する場合を想定してい

4.

らの方針から図－4.1 に示す３形状

を

2に示したものよりやや幅の広い水路を用いた。 

上流に流木が浮遊している状態を保った。 

実験では流木長を変化させて、1B、

4ケースについて実験を行った。 

実験結果の流況を表－3.3に、流況の例を図－3.5

に示す。これより、流木長が1.5B以上の場合には、

水位が高い状態でピア内に進入し滞留している流木

が水位低下時に放流設備呑口を閉塞し、再度水位上

昇しても閉塞された状態が継続することが確認され

た。この状況は、放流設備の放流能力に影響を与え

る可能性がある。ここで詳細は記さないが、２次元

水路内部の呑口形状等を変化させて検討し

 

．流木による閉塞対策の検討 

２章及び３章の検討結果より、土砂による閉塞の

可能性は小さく、流木については、呑口上流に流木

が滞留した状態で水位変動が生じる場合に閉塞の危

険性があることが確認された。そこで、流木を呑口

上流に

。 

ただし、吐口部断面積が 2m×2m 以下の小規模な

場合には、現行の設計 1)において、呑口全体を覆う

スクリーンが設置されてきており、以下の検討はあ

る程度

る。 

1 基本形状の検討 

対策検討における方針は次の三つである。①開水

路流となる水位以下では進入した流木は放流設備内

で引っ掛かることはないため、維持管理の労力軽減

を考慮し、これ以下の水位では、流木のピア内への

進入を許容する。②放流設備の呑口より下流で流木

が閉塞して放流能力に影響を与えないように管路流

となる水位以上では、ピア内に流木が進入しないよ

うにする。③その他の要因で放流能力に影響を与え

ないこと。これ

考案した。 

流木対策の効果を検討するために３章の検討結果

をふまえて流木閉塞の可能性がある水位変動実験を

行った。水位変化は、水位上昇・低下・再上昇とし、

流木の投入方法は、最も流木がピア内へ進入しやす

い条件とするために、貯水池内に常に流木が重なる

ことなく浮遊している状態を保つように水槽上流端

付近より供給を行った。流木長は1.5B、2B、3Bの３

ケースとした。実験に用いた水路は幅 0.8m で図－

3.

表－3　水位変動の実験結果

　　　　流木長

験の過程
1B 1.5B 2B 3B

D＝3.75におい

集積を崩した後
の状況

呑口上流水面
に流木が滞留

ピア水路水面
全域に流木が
滞留

ピア水路水面
全域に流木が
滞留

ピア水路水面
全域に流木が
滞留

位低下後
流木は全て
流下

流木は固まり
となって呑口を
閉塞

流木が呑口上
面と底面を支
点に引っかか
る

流木が呑口上
面と底面を支
点に引っかか
る

位再上昇後
流木は全て
流下

流木は固まり
となって呑口を
閉塞

流木が呑口上
面と底面を支
点に引っかか
る

流木が呑口上
面と底面を支
点に引っかか
る

時間経過　→

開水路流

D=1.88

D=2.50

H/D=3.75

ピア上流に浮遊する流木を崩した
後、貯水池内に流木を重なりがない
ように投入する

水位上昇

水位低下 水位再上昇

図－3　水位変化の概要図

H/

H/

図－3.4 水位変動の概要図 

表－3.3 水位変動の実験結果 

流木長：1.5B、水位低下後 

流木長：3B、水位再上昇後 

図－3.5 水位変動の実験結果 
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また、治水専用ダムでは完成後の早い段階で放流設

備まで堆砂の肩が達すると考えられ、実験において

は堆砂がダム地点まで達した状況を想定して放流設

備 面標高から勾配1:12.5の傾斜を設けた。 底

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

形状１はピアの上流側を底面まで傾斜させ、流木

がピアに沿って上昇・下降しやすくすることをねら

った形状である。管路流となる水位以上ではピア内

に流木が進入しないようにスクリーンを設置した。

水位変動実験を行ったところ、水位上昇するにつれ

図－4.2 形状１の実験結果（水位上昇後）

図－4　流木対策形状

a) 形状１（傾斜形状ピア）

b) 形状２（フロート式スクリーン）

c) 形

正面から

上方から 

図－4.3 形状２の実験結果 

状３（固定式スクリーン）
図－4.4 形状３の実験結果（水位上昇後）

図－4.1 流木対策案形状 
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 て、流木が次々とピア前面に貼り付いていき、その

後さらに水位が上昇しても剥がれなかった（図－

4.2）。この要因は低標高から順に流木が貼り付いて

いくことにより、水面付近では常に流速が早くなり

流木が押し付けられる力が大きくなったためと考え

られる。水位再上昇時にも同様な状況となり

 

 

 

 

、流木

長

なる要因

を

状３は当初目的としていた条件を満たして

い

流能力への影響は小さいと考えてこの形状を基本 

 

4.

に、

長

。流木模型を水につけて水分を吸収させることに 

 

 が変化してもほぼ同様な結果となった。 

形状２はフロートの付いたスクリーンを、ピアを

囲むように設置し、管路流となる水位以上では、水

位変化に追従しながら流木がピア内へ進入するのを

防ぐことを目的とした形状である。開水路流となる

水位以下でスクリーンをのせる土台の役割を兼ねる

ために、ピアを上流へ張り出した形状としている。

水位変動実験を実施したところ、水位の上昇に追従

してフロート付きスクリーンと流木が上昇した。た

だし、フロート下方のピアの前面に流木が貼り付き、

水位上昇後も数本の流木が固定された。実験を繰り

返すと、貼り付いた流木がピア内へ張り出して固定

される場合があり、スクリーン内へ流木が進入した

り、スクリーンと張り出したピアの間に挟み込まれ

たりした（図－4.3）。放流設備は出水時に確実に機

能することが重要であり、動作が不安定と

 

 

 

 

 

 

 
図－5　流木対策形状（固定式スクリーン改良後）図－4.5 流木対策形状（固定式スクリーン改良後）

有するこの形状は不適当と判断した。 

形状３は固定式スクリーンによって、管路流とな

る水位以上において流木をスクリーン内へ進入させ

ないことを目的とした形状である。形状１の結果を

ふまえて、流木が貼り付きにくくするため、スクリ

ーンの表面積を大きくして、スクリーンにおける流

速を遅くすることをねらった。水位変動実験を行っ

たところ、流木はスクリーンの上流で水位の変化に

追従し、水位上昇後はスクリーンに貼り付いている

流木はほとんど無かった（図－4.4）。また、スクリ

ーン内に流木が進入する状況も見られなかった。よ

って、形

る。 

形状３のスクリーンはかなり大規模な構造となる

ため、経済性の観点から、規模の縮小が可能か検討

を行った。試行錯誤的に水理模型によって形状検討

を行った結果、図－4.5 に示すような形状が得られ

た。この形状では、土砂の流下を考慮して放流設備

底面標高から 3m の高さまではコンクリート製のピ

アとした。また、高さ方向と幅方向にスクリーン規

模の縮小を行った。水位変動実験では水位上昇後に

数本の流木がスクリーンに貼り付く場合があったが、

放

 

D
 =

 5
m8
.9

3
m

1
5
m

 

 

 

 

 

 
No.7　1.268D

No.1　4.5D

No.2　3.6D

No.3　2.7D

No.6　1.435D

No.5　1.774D

No.4　1.799D

 

 

 

 

 

 図－4.6 圧力測定位置 
 

に次節の詳細な検討を行った。

2 固定式スクリーンの検討 

前節より固定式スクリーン形式が有効であること

がわかった。そこで、内外水位差3m程度を想定して

スクリーンの桁構造等を再現した模型を製作し流況

の確認実験とスクリーンの設計に必要となる内外水

圧差の把握のために放流管内とダム上流面の圧力測

定を行った。圧力の測定位置を図－4.6 に示す。な

お測点は放流設備の中心位置としており、マノメー

タによって測定を行った。流木の投入方法及び水位

変動については、前節と同様の条件とした。投入す

る流木については、より実際と近い条件を想定して

長さが0.5B～3Bまでの流木を同一本数混合し、小規

模な流木による目詰まり等の影響を確認するため

さ0.3Bの流木模型も数百本程度投入した。 

さらに、流木の密度が大きい場合の条件を設定し

た
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より、平均的な密度を0.89g/cm3とした模型を用い

た。密度については大きいほど浮力が小さくなりス

クリーンへの貼り付きが顕著になると考えられる。

ただし、密度が１g/cm3 以上となった場合は、流木

は底面付近を流下すると考えられ、その場合は、ダ

ム建設時の仮締め切り堤等を利用してスリット式砂

防ダムの様な流木堰き止め構造物を設置することに

より大量の流木がダムまで

図－4.7 固定式スクリーン形状の水位変動実験結果 

（水位再上昇後） 

H/D=4.5
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位
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頭
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差
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 流木無し

 流木有り（密度0.73g/cm3）

 流木有り（密度0.89g/cm3）

 

到達することを防ぐこと

が

の放流管

内

かなり下がっている。全測点の傾向として流木が 

0.6m程度で、スクリーンの内外水

位

流量係数の関係を示 流量係数は次式 めた。 

できると考えられる。 

水位変動実験を行った結果、流木密度が

0.73g/cm3 の場合は、水位上昇後に数十本程度の流

木がスクリーンに貼り付いた。貼り付いた流木は比

較的長いものが多い。水位再上昇後も同様な状況で

あった（図－4.7参照）。流木密度が0.89g/cm3の場

合は、0.73g/cm3 の場合より多く数百本程度の流木

が貼り付く結果となった。ただし、スクリーン全体

を完全に覆う状況には至らなかった（図－4.7）。ど

ちらの実験においても、スクリーン内の呑口上流ま

で進入して滞留する流木はなく、呑口下流

で流木が固定されることはなかった。 

図－4.8 に H/D が 4.5 と 9.0 の場合について、流

木がない場合とある場合の貯水位と圧力水頭の測定

結果の差を原型値で示す。これより、ベルマウス付

近より下流のNo.1～4の測点については、圧力水頭

が
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 図－4.8 貯水位と圧力水頭の差 
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C

流木無し

流木有り（密度0.73g/cm3）

流木有り（密度0.89g/cm3）

H/D

 図－4.9 H/Dと流量係数Cの関係（水位再上昇時）

 

無い場合と流木密度 0.89g/cm3 の場合の差が大き

い。ベルマウス付近のNo.3と No.4の測点の差が大

きくH/D＝9.0の場合で、4m程度の差が生じている。

流木の貼り付きによってベルマウス付近の流線が影

響を受けているものと考えられる。一方、ピア内の

ダム堤体上流面のNo.5～7については貯水位との差

は小さく最大でも

差は小さい。 

図－4.9 に水位変動実験の水位再上昇時の H/D と

す。 より求
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gHCBDQ 2=    (4.1) 

ここで、Q：流量(m3/s)、C：流量係数、g：重力

加速度(m/s2)を表す。流量係数の値は流木の有り無

しにかかわ

 

ここで、Q：流量(m3/s)、C：流量係数、g：重力

加速度(m/s2)を表す。流量係数の値は流木の有り無

しにかかわらずほぼ同様な値を示しており、流木の

ス

ないで放流管を閉塞す

を防ぐことが

で

することで、スクリ

必要な内外水位差の

条

実験方法としては、図－4.10に示す鋼製水路の途

に、長さ2m、幅1.5m、高さ1.2mの領域に流木を 

毎に長さ、直径を測

を計算した。測定項

目

理

流木層厚当たりの損失が流木

中の速度水頭に比例すると考えて、以下の式で流木

の抵抗を評価する。 

らずほぼ同様な値を示しており、流木の

ス

ないで放流管を閉塞す

を防ぐことが

で

することで、スクリ

必要な内外水位差の

条

実験方法としては、図－4.10に示す鋼製水路の途

に、長さ2m、幅1.5m、高さ1.2mの領域に流木を 

毎に長さ、直径を測

を計算した。測定項

目

理

流木層厚当たりの損失が流木

中の速度水頭に比例すると考えて、以下の式で流木

の抵抗を評価する。 

クリーンへの貼り付きによる放流能力への影響は

小さい。 

以上より、図－4.5 に示した固定式スクリーンに

より、放流能力に影響を与え

クリーンへの貼り付きによる放流能力への影響は

小さい。 

以上より、図－4.5 に示した固定式スクリーンに

より、放流能力に影響を与え

る可能性のあるピア内への流木の進入る可能性のあるピア内への流木の進入

きることが確認された。 

4.3 スクリーンの内外水位差の検討 

流木対策として、固定式スクリーンを採用した場

合には、スクリーンの構造設計のために内外水位差

を設定する必要がある。実際に発生する流木につい

ては、大規模出水時の発生量の推定が困難であるこ

と、形状等についても枝や根があったり、密度の大

小があったりと様々な要素が考えられるため、流木

流下実験で全ての条件を考慮した検討は困難である。

そこで、実際の流木を用いて、その流水抵抗を把握

し、スクリーンに大量の流木が貼り付いた条件を想

定し損失水頭（水位差）を算定

きることが確認された。 

4.3 スクリーンの内外水位差の検討 

流木対策として、固定式スクリーンを採用した場

合には、スクリーンの構造設計のために内外水位差

を設定する必要がある。実際に発生する流木につい

ては、大規模出水時の発生量の推定が困難であるこ

と、形状等についても枝や根があったり、密度の大

小があったりと様々な要素が考えられるため、流木

流下実験で全ての条件を考慮した検討は困難である。

そこで、実際の流木を用いて、その流水抵抗を把握

し、スクリーンに大量の流木が貼り付いた条件を想

定し損失水頭（水位差）を算定

ーンの安全性を確保するためにーンの安全性を確保するために

件を設定することとした。 

4.3.1 原型流木抵抗実験方法 
件を設定することとした。 

4.3.1 原型流木抵抗実験方法 

中中

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

ランダムに設置し、一定流量の通水を行った。流木

は、熊本県に位置し熊本県が管理する市房ダムにお

いて出水時に発生したものを運搬して用いた。水理

条件としては、流量を約500 L/secとし、上流水深

を３ケース（1.00m、0.85m、0.70m）変化させた。流

木の設置条件としては、空隙率をパラメータに５ケ

ース（空隙率：0.680、0.719、0.757、0.832、1.000）

設定した。設置した流木は１本
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は、熊本県に位置し熊本県が管理する市房ダムにお

いて出水時に発生したものを運搬して用いた。水理

条件としては、流量を約500 L/secとし、上流水深

を３ケース（1.00m、0.85m、0.70m）変化させた。流

木の設置条件としては、空隙率をパラメータに５ケ

ース（空隙率：0.680、0.719、0.757、0.832、1.000）

設定した。設置した流木は１本

定しており、設置状況の空隙率定しており、設置状況の空隙率

は上下流の水面形である。 

4.3.2 原型流木抵抗実験結果 
実験結果の水面形を図－4.11に、水頭差等の水理

量を表－4.1 に示す。なお、このとき、上流側の水

は上下流の水面形である。 

4.3.2 原型流木抵抗実験結果 
実験結果の水面形を図－4.11に、水頭差等の水理

量を表－4.1 に示す。なお、このとき、上流側の水

量は、断面-0.2～2.0m までの平均値から算出し、

下流側の水理量は断面3.5mの値から算出した。 

実験結果より、単位

量は、断面-0.2～2.0m までの平均値から算出し、

下流側の水理量は断面3.5mの値から算出した。 

実験結果より、単位

g
LfH mid

dwLL 2
⋅⋅=Δ    (4.2) 

ここで、ΔHL：流木上下流の全水頭の差（損失水

頭）(m)、fdwL：損失係数(1/m)、L：流木層厚（実験

では流木設置長 2m）

V 2

(m)、Vmid：断面平均流速(m/s)

（

る）を表す。 
上式により実験結果から損失係数を算定した結果 

断面積は、上流水深と下流水深の平均値より算出

す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－4.10 実験水路概要
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損失係数が大きくなり、逆に空隙

小さ

く

距離で層状に分割し、それぞれの層の損

失

しては、安全側を考

慮して、図－ 率が最も小さ が

最も大きいケースを参考に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を、図－4.12、図－4.13に示す。これより、流木設

置空隙率が小さいほど、損失係数は大きくなってい

る。また、同じ空隙率では、空隙率の値が大きいと、

流速が大きいほど

率の値が小さいと流速が大きいほど損失係数が

なっている。 

4.3.3 流木集積による内外水位差の設定方法 
(4.2)式により、流木が集積した場合の単位層厚当

たりの損失を求められるので、スクリーンに大量の

流木が集積している状況を想定し、流木塊をスクリ

ーンからの

を足し合わせることで全体の損失を算定すること

とする。 

このとき、用いる損失係数と

4.13中の空隙 く、流速

7=dwLf  (m-1)   (4.3) 

とする。また、流木塊の分割層厚は実験条件の2m

とする。図－4.14に単純な直方体形状スクリーンの

場合について流木塊分割のイメージを示す。図中で 
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図－4.11 実験結果の水面形

表－4.1 実験結果の水理量

実験ケー
ス

e：流木設
置空隙率
(-)

Q：流量
(m3/s)

hup：水深
（上流）(m)

Vup：平均
流速（上
流）(m/s)

Frup：フ
ルード数
（上流）(-)

Hup：全水
頭（上流）
(m)

hdown：水
深（下流）
(m)

Vdown：平
均流速（下
流）(m/s)

Frdown：フ
ルード数
（下流）(-)

Hdown：全
水頭（下
流）(m)

ΔHL：損失
水頭(m)

case1-1 1.000 0.4989 0.704 0.473 0.180 0.715 0.695 0.479 0.183 0.707 0.008
case1-2 1.000 0.5007 0.852 0.392 0.136 0.860 0.848 0.394 0.137 0.856 0.004
case1-3 1.000 0.4999 1.002 0.333 0.106 1.008 1.001 0.333 0.106 1.007 0.001
case2-1 0.832 0.5010 0.708 0.471 0.179 0.720 0.608 0.549 0.225 0.623 0.096
case2-2 0.832 0.5008 0.855 0.390 0.135 0.863 0.799 0.418 0.149 0.808 0.055
case2-3 0.832 0.4997 1.005 0.332 0.106 1.010 0.969 0.344 0.112 0.975 0.035
case3-1 0.757 0.4990 0.708 0.470 0.179 0.719 0.578 0.576 0.242 0.595 0.124
case3-2 0.757 0.5000 0.856 0.389 0.134 0.864 0.782 0.426 0.154 0.791 0.073
case3-3 0.757 0.5007 1.008 0.331 0.105 1.013 0.950 0.351 0.115 0.956 0.057
case4-1 0.719 0.4999 0.708 0.471 0.179 0.719 0.571 0.584 0.247 0.588 0.131
case4-2 0.719 0.4997 0.855 0.390 0.135 0.863 0.771 0.432 0.157 0.781 0.082
case4-3 0.719 0.4993 1.007 0.331 0.105 1.013 0.936 0.356 0.117 0.942 0.070
case5-1 0.680 0.4997 0.693 0.480 0.184 0.705 0.432 0.771 0.375 0.462 0.243
case5-2 0.680 0.4997 0.842 0.396 0.138 0.850 0.694 0.480 0.184 0.706 0.144
case5-3 0.680 0.4997 0.999 0.333 0.107 1.005 0.884 0.377 0.128 0.891 0.113

注１：上流の値は断面-2m～-0.2mまで値の平均から求めた。
注２：下流の値は断面3.5mの値から求めた。
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図－4.12 流木設置空隙率と損失係数の関係
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は

が 0mを超えると損失水頭の増加量は小さくなり、

損失水頭を算定すると約3.24mとなる。 

について、条件は限定さ

備において、下流水位及び

面ベルマウスの放流設備

が呑口上流

にし

できることが確認できた。 
6) スクリーンの構造設計に必要な内外水位差の設

を提案した。 

参

2) 置されたダム

3) 水専用ダム放流設備入口

部の流木対策、水工学論文集、第 50 巻、

pp.1261-1266、2006.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2層までを示しているが、設計においては、この

後、同様に層を増やして損失を算定する。 

損失算定の一例を示す。条件としては、最大放流

量を 850m3/s とし、スクリーン形状は図－4.5 とす

る。この場合、スクリーンの表面積（開口部の面積

を含む）を算定すると、413.465m2となる。このスク

リーンへの流木の集積が層厚 2m ずつ増加した場合

の損失水頭を計算した結果を図－4.15に示す。ここ

で、各流木層内の流速は内側の表面積と外側の表面

積の平均値から算出している。これより、流木層厚

ΔL

2

層厚50mでの

 
５．まとめ 

治水専用ダムのゲートのない洪水調節用放流設備

の土砂及び流木による閉塞

れたものであるが、閉塞の条件とその対策について

以下の知見が得られた。 
1) ゲートのない放流設

掃流力と閉塞することなく流下可能な流砂量の

関係が得られた。 

2) 戸溝のない大断面の１

では、開水路流の状態において流木によって閉

塞することはない。 

3) 流木閉塞対策を行わない場合、流木

に集積した状態で水位の変動が生じると放流設

備の閉塞が生じる可能性がある。 

4) 流木閉塞対策として、前面下方をオープン

た固定式のスクリーンが、確実性、放流能力の

維持及び維持管理の面から有利である。 
5) 今回提案したスクリーン形状により、出水時に

大量の流木が流下する状況を想定した実験にお

いて、放流能力を維持

 
定方法
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【英文要旨】 

 
STUDY ON DESIGN METHOD OF SPILLWAY FOR SINGLE PURPOSE FLOOD 
CONTROL DAM 
 
Recently, single purpose dams for flood control come to be spotlighted. On this type of dams, outlet facilities 

installed near the level of river bed is expected to work both as a sediment outlet and a fish way. However, 
blocking inlets by floating logs and sediment discharge are considerable, clarifying blocking conditions and 
developing measures against blocking are required. In this study, we focused the partial pipe-flow type 
outlet facilities for flood control. We investigated blocking conditions of inlets and preventing methods 
against floating logs or sediment discharge to clarify these phenomena. Moreover, we presented design 
methods of outlet facilities for flood control free from blocking by floating logs and sediment discharge. 

 
Key words: single purpose flood control dam, outlet facilities for flood control, measures against sedimentation, floating logs, 
prevention method for blocking, screen 
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